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Ⅰ．令和７年度官庁営繕関係予算配分方針 

 
令和７年度官庁営繕関係予算の配分に当たっては、国民の命と暮らし

を守る防災・減災、老朽化対策を推進するため、防災拠点となる官庁施

設の防災機能の強化や老朽化対策等に重点を置くこととする。 

また、事業の実施に当たっては、脱炭素社会の実現に向け、環境負荷 
低減に資する技術を積極的に取り入れ、脱炭素化を推進する。 
 
 

〇防災拠点となる官庁施設の防災機能の強化等 
 

人命の安全確保及び災害発生時における災害応急対策活動の拠点施

設としての機能確保等を図るため、耐震化、天井耐震対策、津波対策及

び電力の確保等が緊急的に必要な施設に対して配分する。 
 

〇官庁施設の老朽化対策等 
 

既存官庁施設をより長く安全に利用し、トータルコストの縮減等を実

現するため、老朽化の進行を防ぐ長寿命化対策が必要な施設や、経年劣

化等によって生じる危険箇所の解消を図るための対策が緊急的に必要

な施設に対して配分する。 
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Ⅱ．令和７年度予算配分総括表 
 

 
※配分額は設計監理費等を除いた整備費を記載している。 
 

Ⅲ．地方整備局等別配分額 

 
１．配分額は設計監理費等を除いた整備費を記載している。 
２．計数はそれぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しないものがある。 

［総事業費］ （単位：百万円）

7,851 7,747 15,598

3,699 0 3,699

11,550 7,747 19,297

本省配分 一括配分 計

 官庁営繕費

 特定国有財産整備費

合 計

区分
配　　分　　額

［直轄事業］ （単位：百万円）

北海道開発局 1,778 291 2,069 0 1,778 291 2,069

東北地方整備局 8 3,347 3,355 0 8 3,347 3,355

関東地方整備局 308 1,495 1,803 2,021 2,329 1,495 3,823

北陸地方整備局 0 84 84 0 0 84 84

中部地方整備局 3,709 783 4,493 0 3,709 783 4,493

近畿地方整備局 1,550 288 1,838 1,678 3,228 288 3,516

中国地方整備局 0 285 285 0 0 285 285

四国地方整備局 486 767 1,254 0 486 767 1,254

九州地方整備局 11 328 338 0 11 328 338

沖縄総合事務局 0 79 79 0 0 79 79

本　省 0 0 0 0 0 0 0

合　計 7,851 7,747 15,598 3,699 11,550 7,747 19,297

本省配分 一括配分 計

地方整備局等

官庁営繕費
特定国有
財産整備費

合計

本省配分 一括配分 計 本省配分
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Ⅳ．配分箇所の具体事例 

１．防災拠点となる官庁施設の防災機能の強化等 
 
○耐震化 

事業名 
（事業主体） 配分額 事業概要 

仙台合同庁舎 A 棟 
（東北地方整備局） 3,258 百万円 

災害応急対策活動の拠点としての所

要の耐震性能が確保されていないこと

から、耐震改修を実施し、災害発生時に

おける災害応急対策活動の拠点として

の機能確保を図る。 
 
○電力の確保等 

事業名 
（事業主体） 配分額 事業概要 

さいたま新都心 
合同庁舎 1 号館 

（関東地方整備局） 
250 百万円 

災害応急対策の活動拠点となる官庁

施設について、大規模災害時における

災害応急対策活動への支障のおそれを

解消するため、自家発電設備改修等を

実施する。 
 
 

２．官庁施設の老朽化対策等 
○長寿命化 

事業名 
（事業主体） 配分額 事業概要 

豊橋地方合同庁舎 
（中部地方整備局） 530 百万円 

本施設は、建設後３４年が経過して

おり、老朽化の進行を防ぐ必要がある

ことから、長寿命化改修を計画的に実

施することで、トータルコストを縮減

するとともに、来訪者等の安全の確保

を図る。 
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《参考》令和７年度 施設の更新箇所の配分 
〔１〕官庁営繕費 
 

 

配分額
（百万円）

北海道開発局 札幌第４地方合同庁舎 1,778 　（施　工　地） 北海道札幌市中央区

　（構造・規模） SRC-11 14,076 ㎡

札幌第４地方合同庁舎（Ⅱ期）※ 0 　（施　工　地） 北海道札幌市中央区

　（構造・規模） SRC-9 19,143 ㎡

東北地方整備局 八戸港湾合同庁舎 8 　（施　工　地） 青森県八戸市

　（構造・規模） RC-4 2,859 ㎡

関東地方整備局 長野第１地方合同庁舎 308 　（施　工　地） 長野県長野市

　（構造・規模） RC-5（A棟） 5,202 ㎡

RC-4（B棟） 6,970 ㎡

川崎港湾合同庁舎※ 0 　（施　工　地） 神奈川県川崎市川崎区

　（構造・規模） RC-5 3,068 ㎡

名古屋第４地方合同庁舎（PFI） 3,709 　（施　工　地） 愛知県名古屋市中区

（令和７年度完成予定） 　（構造・規模） S-11-2 25,703 ㎡

近畿地方整備局 国立京都国際会館　展示施設（Ⅱ期） 1,504 　（施　工　地） 京都府京都市左京区

　（構造・規模） SRC-2 4,900 ㎡

下京税務署 46 　（施　工　地） 京都府京都市下京区

　（構造・規模） RC+W-7外 5,523 ㎡

中国地方整備局 隠岐海上保安署※ 0 　（施　工　地） 島根県隠岐の島町

　（構造・規模） RC-3 786 ㎡

広島地方合同庁舎防災棟※ 0 　（施　工　地） 広島県広島市中区

　（構造・規模） SRC-8-1 16,906 ㎡

四国地方整備局 宿毛海上保安署 242 　（施　工　地） 高知県宿毛市

　（構造・規模） RC-2 898 ㎡

土佐清水海上保安署 245 　（施　工　地） 高知県土佐清水市

　（構造・規模） RC-2 914 ㎡

九州地方整備局 細島港湾合同庁舎 11 　（施　工　地） 宮崎県日向市

　（構造・規模） RC-4 1,822 ㎡

西福岡税務署※ 0 　（施　工　地） 福岡県福岡市早良区

　（構造・規模） RC+W-5 3,451 ㎡

本省 内閣府新庁舎※ 0 　（施　工　地） 東京都千代田区

　（構造・規模） S-13-2 12,066 ㎡

地方整備局等 箇所名 事業概要

※PFI事業（施設費の支払いは完成後に行われる）、設計段階等により整備費が計上されていないもの

中部地方整備局
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〔２〕特定国有財産整備費 
 

 

配分額
（百万円）

関東地方整備局 市ヶ谷警察総合庁舎 116 （施　工　地） 東京都新宿区

（構造・規模） SRC-7-2 32,241 ㎡

（ＰＦＩ事業により完成済みのもの）

配分額
（百万円）

関東地方整備局 よこはま新港合同庁舎 1,905 （施　工　地） 神奈川県横浜市中区

（令和４年度完成） （構造・規模） RC-7 46,430 ㎡
近畿地方整備局 大手前合同庁舎 1,678 （施　工　地） 大阪府大阪市中央区

（令和４年度完成） （構造・規模） RC（一部S）-14-1 48,743 ㎡

地方整備局 箇所名 事業概要

地方整備局 箇所名 事業概要


